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第７回個人情報保護制度の見直しに関する検討会 議事録 
 
日時：令和２年９月７日（月） 13:57～16:03 

 

会議形式：オンライン開催 

 

出席者：髙橋座長、生貝委員、石井委員、大谷委員、佐藤委員、長田委員、根本委員（代

理出席：吉村氏）、増田委員、森委員 

内閣官房 副長官補付 大沢審議官、木村参事官 

    情報通信技術（IT）総合戦略室 向井室長代理、時澤審議官、冨安審

議官、中田企画官、生末企画官 

個人情報保護委員会事務局 佐脇審議官、山澄参事官、赤阪参事官、池田室長 

総務省 行政管理局 水野管理官、田上情報公開・個人情報保護推進室長 

   自治行政局 高原局長、小川行政課長 

 

１．開 会 

２．地方公共団体の個人情報保護制度の在り方に関する検討の基本的な考え方及び主な論

点について 

３．経済団体からのヒアリング 

・一般社団法人日本経済団体連合会 

・一般社団法人新経済連盟 

４．地方三団体からのヒアリング 

・全国知事会 

・全国市長会 

・全国町村会 

５．閉 会 

 

[資料] 

【資料１】 個人情報保護制度の見直しに向けた中間整理（地方関係） 

【資料２】 日本経済団体連合会発表資料 

【資料３】 新経済連盟発表資料 

【資料４】 全国知事会発表資料 

（別添） 全国知事会発表資料（参考資料） 

【資料５】 全国市長会発表資料 

 

 

○髙橋座長 予定の皆様方、おそろいになっていますので「個人情報保護制度の見直しに

関する検討会」の第７回を開催いたします。 

 本日も、委員の皆様には御多用にもかかわらずお集まりいただきまして、誠にありがと

うございます。本日は、宍戸委員が所用により御欠席で、また、根本委員の代理として吉
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村様に出席をいただいております。 

 本日は、第３回、第４回と同様、オンラインでの開催になりますので、議事に入ります

前に、注意事項などにつきまして事務局から御案内をお願いしたいと思います。 

○内閣官房IT総合戦略室 事務局でございます。 

 本日も髙橋座長には、事務局と同じ会議室にお越しいただきまして、御出席をいただい

ております。委員の皆様、発表者の皆様におかれましてはイヤホンの着用、それから、御

発言時はマイクとカメラをオンにしていただいて、また、発言の最初に御所属とお名前を

おっしゃっていただいて、御発言はゆっくりと、という点に御協力をお願い申し上げます。 

 また、質疑応答、意見交換におきまして御発言を希望される場合には、画面の右側にあ

るチャット欄に御発言希望の旨をお名前とともにお知らせ願います。 

 会議中、もしお困りの点などがございましたら、事前にお知らせしております事務局担

当者の携帯電話まで御連絡ください。 

 事務局からは以上になります。 

○髙橋座長 ありがとうございました。 

 なお、今回も現下の状況を踏まえまして、一般傍聴を受け付けずに開催をしております。

配付資料・議事録につきましては、会議終了後、できるだけ速やかに公開するようにした

いと考えております。 

 本日の議事でございますが、先日、第６回検討会で決定し、その後、政府のタスクフォ

ースで決定、公表されました中間整理案に記載されている地方公共団体の個人情報保護制

度の在り方に関する検討の基本的な考え方及び主な論点につきまして、事務局より御説明

をいただきたいと思います。その後、経済団体からのヒアリング及び地方三団体からのヒ

アリングを行います。 

 それでは、早速ですが、地方公共団体の個人情報保護制度の在り方に関する検討の基本

的な考え方及び主な論点につきまして、内閣官房から御説明を頂戴したいと思います。 

○内閣官房IT総合戦略室 事務局でございます。 

 資料１を御覧ください。 

 基本的な考え方、主な論点につきまして、中間整理の中で既にまとめさせていただいた

ところでございますが、確認の意味でもう一度御説明させていただきます。 

 １ページ目を御覧ください。【基本的な考え方】でございます。 

 地方公共団体における個人情報の取扱いにつきましては、平成15年の国の法制化に先立

ちまして、大多数の都道府県、市区町村において条例が制定され、各地方公共団体におけ

る実務が積み重ねられているところでございます。一方、国におきましては、平成15年の

法制化以降、個人情報保護の水準確保や個人情報の保護と活用の適正なバランスの確保の

観点から、随時制度改正が行われているということでございます。 

 こうした中、新型コロナウイルス感染症の流行に直面し、データの蓄積・共有・分析に

基づく不断の行政サービスの向上のための行政のデジタル化を含め、我が国社会全体のデ
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ジタル化を強力に進めていくこととされておりまして、そうした中、データ利活用の円滑

化への取組も一層加速させなければならないということでございます。また、国際的なデ

ータ流通が増大していく中で、GDPR十分性認定など、国際的な制度調和の必要性が一層高

まっているということでございます。 

 こうしたことから、地方公共団体も含めた我が国全体で整合的な個人情報保護制度の確

立に向けて検討を行う必要があるということでございます。 

 なお、検討に当たっては、各地方公共団体が独自に条例によるルール化を図ってきたこ

とに鑑み、各地域における独自の保護・活用の要請に配慮するとともに、これまでの地方

公共団体における個人情報保護行政実務の積み重ねや、情報公開制度など、他の事務への

影響に十分に配意し、制度の安定性を確保する必要があると考えているところです。 

 こうした基本的な考え方に基づきまして、２ページが主な論点です。 

 主な論点は、大きく２つございます。 

 ①が「個人情報保護の水準、保護と活用のバランス、我が国全体の制度の整合性の確保

等のため、どのような検討が必要か」でございます。 

 具体的には５点ございまして、１点目が、我が国全体での制度の整合性を確保し、全体

的・機動的な見直しを可能とするには、国としてどのような役割を果たすべきか。その際、

地方自治法における「国と地方公共団体との適切な役割分担」や「地方公共団体の自主性

及び自立性の十分な発揮」の視点について、どのように整理するか。 

 それから、国際的に整合の取れた制度とするため、どのような規律が必要か。 

 加えまして、医療分野や学術分野等の官民の共同作業が特に重要な分野とそれ以外の分

野など、分野ごとの規制の統一の在り方について、どのように考えるか。 

 加えまして、条例を持たない一部事務組合があることや、例えば要配慮個人情報の規律

に差異が見られるなど、地方公共団体ごとに条例で規律されている内容が異なることにつ

いて、どのように考えるか。 

 それから、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護するという個人情報

保護法の目的を踏まえ、個人情報の保護と活用のバランスを、規律の内容と運用の両面に

おいて、どのように確保していくべきか、ということでございます。また、現状として、

具体的にどのような支障があるか。例えば、多くの地方公共団体でオンライン結合制限規

定が存在することや、匿名加工情報の提供に関する規定が未整備であることについて、ど

のように考えるか。 

 そして、②といたしまして、以上のような①の要請を満たしつつ、各地域における独自

の保護・活用の要請に配慮するとともに、制度の安定性を確保するため、どのような制度

が考えられるかということです。 

 具体的には３点ございまして、法の規定を直接適用する手法や、法の枠組みの下で条例

を定める手法、あるいは、国の指針や助言により条例の内容や運用の緩やかな統一を図る

手法などが考えられるが、どのような手法が望ましいかということです。 
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 それから、いわゆる条例の「上乗せ、横出し」など、条例で規律する範囲についてどう

考えるかがございます。 

 それから、規律の種類によって統一の要請の程度は異なるかといった論点についてです。

例えば、個人情報の保護の水準確保や保護と活用のバランス確保のために必要な規律と手

続的な規律では、要請の程度は異なるかとの論点でございます。 

 以上のような点が今後、考えていくところでございます。 

 以上でございます。 

○髙橋座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、次に経済団体の皆様から御意見を頂戴したいと思います。 

 本日は、検討会の根本委員の代理として御出席いただいている、日本経済団体連合会の

吉村隆産業技術本部長のほか、新経済連盟の関聡司事務局長にもオンラインにて御出席を

頂戴しております。 

 ただいま、事務局から御説明があった検討の主な論点につきまして、御意見、コメント

を頂戴したいと思います。どうも本日はよろしくお願いいたします。 

 それでは、まず最初に、日本経済団体連合会の吉村産業技術本部長より御発言を頂戴し

たいと思います。10分程度でお願いします。よろしくお願いします。 

○吉村産業技術本部長 経団連産業技術本部長の吉村と申します。 

 本日はこのような機会をいただきまして、誠にありがとうございます。 

 本来であれば、今、御説明いただいたとおり、この検討会の委員である根本が説明すべ

きところでございますけれども、都合によりどうしても本人の出席がかなわないために、

代理で私から御説明をさせていただきたいと思います。 

 御覧いただいていますように、資料を御用意しています。本日は３つの柱で御説明をさ

せていただきたいと思います。 

 まず、Society 5.0実現に向けたデータ利活用の重要性について、改めてお話をさせてい

ただいた後に、地方公共団体の制度に関する現状認識、それから、企業による個人データ

の利活用が円滑に進まない事例を御紹介します。そして、最後に、この検討会の中間整理

に記載されている論点に関する意見を述べさせていただきたいと思います。 

 初めに、Society 5.0実現に向けたデータの利活用について、御説明を申し上げたいと思

います。 

 現在、世界中が新型コロナウイルス感染症への対応に追われております。これ以外にも

世界的な規模で様々な課題は山積しておりまして、経済成長と持続可能性を両立すること

が課題になっていると私たちも認識しております。そうした中、経団連では新たな社会の

コンセプトとしてSociety 5.0を掲げて、ここに書いてありますとおりDX（デジタル革新）

と多様な人々の２つの意味での想像力／創造力を融合することによって、価値の創造と課

題解決を実現するのだということを提唱させていただいているところでございます。 

 Society 5.0に向けてDXを進めていくことが重要ですが、そのためにはデジタル技術を
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活用するのみならず、大量のデータをこれまで以上に活用することが不可欠だと思います。

この検討会で、私どもの根本が繰り返し述べさせていただいているところではございます

けれども、官民が同一の規律の下に置かれることで、初めて個人情報を円滑に取り扱うこ

とが可能となると私たちは考えております。同じ情報について、保有する主体によって規

律は異なるべきではないというのが、私たちの考え方でございます。 

 また、多くの企業がグローバルに事業や共同研究を行っておりますので、個人情報保護

法制については、国内における一貫性のみならず、GDPRをはじめとする国際的な制度との

調和が不可欠とも考えております。 

 次に、地方公共団体の制度に関する私たちの現状認識、それから、企業における事例等

を御説明したいと思います。 

 これまで、この検討会では国の行政機関や独立行政法人等、それから、民間事業者等に

対する規律の統一といった議論が行われてきたと認識しています。その一方で、地方公共

団体においては、それぞれの個人情報保護条例の内容に差異が存在するとか、行政機関個

人情報保護法等には存在しない規律が設けられている場合がございます。個人情報保護法

では、区域の特性に応じた施策を策定・実施するということが地方公共団体の責務として

記載されていますけれども、現状の不統一の規律の下では多様な主体の円滑な連携を実施

することが困難でありまして、官官あるいは官民の円滑な情報流通といったものが阻害さ

れていると認識をしております。 

 改めて申し上げるまでもないのですけれども、個人情報保護に関する三法と、地方公共

団体ごとの条例がございますので、約2,000もの規律や解釈が存在するということで、いわ

ゆる「2000個問題」と呼ばれているところでございます。こうした問題を早急に解決すべ

く、地方公共団体における個人情報の取扱いについても法律で一元化したほうがいいと私

たちは考えています。 

 次のページに行ってください。 

 こうした問題について、地方公共団体の皆様からは、個人情報保護制度について企業か

ら相談されたことはない、現状で問題ないのではないかというお声があるとは伺っている

ところでございます。しかし、地方公共団体の規律に差異が存在している場合、あるいは、

それぞれの解釈に相違が見込まれる場合に、企業の担当部門は、各地方公共団体に対して

一つ一つ確認をするとか相談するとか調整を試みるということになり、これは非常に大き

な負担になると思います。 

 とりわけ、事業において、データ利活用に関する新たな試みを行おうとする場合、これ

は最近、トライしようと思っている企業さんは多いわけですけれども、得られる成果、見

通しが不透明だと、やはりコストとか不確定要素とかを最小限にとどめる必要があります。

そうなると、企業としては、地方公共団体に相談する前の段階で検討を中止するという判

断に傾きがちになるかと思います。 

 例えば、地方公共団体と連携をしてデータ活用事業を検討するといった場合に、市場規
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模を見通すことは非常に重要になりますけれども、構想の段階で、複数の都道府県や市区

町村の条例、その解釈の全てを確認するということは、企業にとっては相当な負担になり

ます。確認した結果として、事業を実施できないリスクもありますので、構想段階で地方

公共団体との連携といったものを諦めざるを得ないということになるかと思います。 

 すなわち、規律や解釈に差異があること自体が、個人データの利活用の大きな障壁とな

るのだと思います。こういったあたりをぜひ御認識いただいた上で、今後どうしたらいい

かという議論を進めていければと思っています。 

 次のページです。 

 実際に、個人情報保護制度の差異が、企業による個人データ利活用の妨げとなっている

事例を幾つか挙げてみたいと思います。 

 １つ目ですけれども、とある企業Ａ社が、国立大学附属病院の電子カルテのデータと、

とある甲市・乙市が保有する健診データをデータベースに統合するといったことを計画し

ているという事例でございます。 

 この場合、病院のデータについては、委託を受けたＡ社が、第三者提供に関する本人の

同意を取得するといったことが可能ですけれども、甲市や乙市の条例では、地方公共団体

が本人の同意を得た場合に、個人データの第三者提供が認められる旨の記載だけがあり、

Ａ社を通じた本人同意の取得が認められるかどうか明らかではありません。 

 両市の条例に対する解釈が異なれば、Ａ社の対応というのは非常に煩雑となります。仮

に両市の解釈が明らかになっても、同じ解釈上の疑義が存在する自治体条例はほかにも存

在しておりますので、広域連携に際して該当する全部の自治体に解釈の確認を行うという

ことになり、これは事実上不可能に近いと思うわけでございます。 

 ２つ目の事例です。 

 個人情報の義務規定が適用除外となっている学術研究の件です。これについて、とある

丙市、丁県の条例において、個人情報保護審査会が認めた場合のみ一部規定の適用を除外

するということが規定されているとともに、その適用除外の対象範囲も異なっているとい

うことでございます。そのため、全国各地の様々な大学と共同研究を行い、学術研究に関

するデータベースを作成することを計画している企業では、個人情報保護法の義務規定が

適用除外となる私立大学との共同研究は進みやすい一方、丙市や丁県の条例が適用される

公立大学の間でデータを共同で取り扱うことは困難だということになります。 

 各大学の足並みがそろわないとなれば、私立大学との研究も進まず、結果としてデータ

ベースの作成自体が不可能になります。 

 それから、３つ目の事例でございます。 

 これは、年収等の地域住民の特性に関する個人情報を活用した、出店やマーケティング

に関するソリューションサービスの提供を検討しているＣ社の事例でございます。地方公

共団体から非識別加工情報を取得して活用したいと思っても、条例が未整備の地方公共団

体が多いために取得することができないということです。条例が制定されている数少ない
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地域においても、非識別加工の程度が異なる、情報利用に関する提案募集の時期も異なる

ため、情報を効率的に活用するということができないことになります。 

 Ｃ社の検討するソリューションサービスに対するニーズは非常に高く、地域への出店の

増加、経済活性化につながるということで、恐らく地方公共団体にとってもメリットがあ

ると私たちは考えるわけですけれども、現状ではそういったサービスを開始することはな

かなか難しいというのが現状かと思います。 

 こういった個別の事例の問題点を解消するということはもちろん大事なのですけれども、

それにとどまるべきではないと考えます。私たちも、全ての事例を吸い上げることができ

ているわけではございません。こういった事例というのはたくさんあるのだと想像します。 

 そういう中で、私たちとしては、最初のほうに申し上げたとおりなのですけれども、規

律とか解釈とかそういったものに差異があること自体が問題だと思っておりますので、早

急に制度の統一を図ることが重要ではないかと強く感じるところでございます。 

 最後に、この検討会の中間整理に記載の「論点」に対する意見を幾つか申し上げたいと

思います。 

 第１の点は、個人情報保護の水準、保護と活用のバランス、それから、我が国全体の制

度の整合性の確保等のために、どのような検討が必要かということについてでございます。 

 繰り返しになりますけれども、規律や解釈に差異が存在すること自体が、個人データの

利活用に向けた大きな障壁になっているという現状に鑑みますと、まずは地方公共団体を

含む官民が同一の規律の下に置かれることが重要だと考えます。 

 あわせて、地方公共団体を含む官民の個人情報保護法制については、個人情報保護委員

会が一元的に所管するべきだと考えます。 

 それから、２つ目の論点です。各地域における独自の保護・活用の要請に配慮するとと

もに、制度の安定性を確保するために、どのような制度が考えられるかということにつき

ましては、これも、原則として、国内の個人情報保護法制度が統一されていることが重要

だということでございます。制度が統一されていれば、医療や災害対応に際して、広域的

なデータ連携が可能になりますので、地方公共団体にとっても極めて有益なことになると

思います。 

 仮に、どうしても条例の「上乗せ、横出し」といったものが必要だということがあると

すれば、その必要性について、個別に、なぜそういうことが必要かということを御説明い

ただいて立証していただくということが必要ではないかと考える次第でございます。 

 雑駁ですけれども、私からの説明は以上とさせていただきます。どうもありがとうござ

いました。 

○髙橋座長 どうもありがとうございました。 

 続きまして、新経済連盟の関事務局長より御発言を頂戴したいと思います。よろしくお

願いします。 

○関事務局長 新経済連盟の関でございます。 
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 まず、この説明の機会をいただきまして、ありがとうございます。 

 新経済連盟としては、以前からこの点に関していろいろな場で意見を表明してきており

ます。基本的には大綱に記載されている一元化というものに対しては賛成の立場でござい

まして、一刻も早く検討を開始すべきだと考えております。 

 2000個問題が、個人情報の利活用と保護の両面の阻害要因となっているということを大

変懸念しておりますので、ぜひ、それの解決に向けて進めていただきたいとお思います。 

 以下のスライドにおきまして、資料１の主な論点に対してコメントをさせていただきた

いと思います。 

 まず、１つ目。国と地方の役割分担についてですが、その整理につきまして、まず、デ

ータ流通基盤としての統一的な法体系を構築するということにつきましては、このデータ

駆動型社会と言っていいと思うのですが、そこを国においては「ナショナルミニマム」と

して整備すべきであり、それは国の役割であると考えております。 

 統一的な法体系を確保するということと地方自治を確保するということは相反するもの

ではないと考えておりまして、これは３ポツにありますように、既にある国と地方の役割

分担に関する立法事例もございます。こういったものを参考にしながら、自主性と自律性

を確保していくということができるのではないかと考えております。 

 その一例といたしまして、地方税法におきまして、法定外目的税というのが都道府県、

市町村に許されていますが、法定外目的税の新設等の際には、総務大臣に協議をして同意

を得るということになっています。そのときに、法律上、総務大臣は一定の適当ではない

と認める場合を除き同意しなければならないとされておりますので、こういった仕組みも

一つ参考になるのではないかと考えております。 

 続きまして、次の、国際的に整合の取れた制度とするための規律についての考え方でご

ざいますが、国際的な調和が確保されない場合、どうなるかというと、海外からのデータ

を日本に移転させて活用するということには支障が生じるということです。現在、企業は

その規模を問わずグローバルな活動を行っておりますので、データに関わるルールの国際

調和というのは非常に重要になっています。それの前提となっている国内ルールの調和と

いうのは、本当に待ったなしの必要不可欠な仕組みであると考えます。したがいまして、

個人情報保護委員会が一元的なルールという視点で、企画、立案、解釈、運用、こういっ

たものをできるような仕組みにしていくべきだろうと考えております。 

 ３つ目、分野ごとの規制の統一の在り方、特に医療分野とか学術分野とか、ここで言う

ところの重要な分野とそれ以外の分野について、統一の必要性ということを考えた場合に、

重要な分野かどうかというのは、必ずしもパラレルに対応しないのではないかと考えてお

ります。基本的には重要であるか否かにかかわらず統一を目指すべきだと考えております。

データ駆動型社会を支える情報基盤整備の観点、あるいは日本発デジタルプラットフォー

ム振興の観点、こういった観点から、地方公共団体を含めた統一的な法体系の整備が必要

不可欠であると考えます。 
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 次に、条例を持たない事務組合があることや、要配慮個人情報の規律に差異が見られる

といった、地方公共団体ごとに条例で規定されている内容が異なる点については、基本的

には情報基盤となる統一的な法体系を構築する必要があると思います。要配慮個人情報の

問題につきましては、規律の差異の理由というのがあると思いますので、それを精査した

上で、条例による上乗せ、横出しをどこまで認めるか、あるいは認めないかという整理の

問題だと考えております。そういった方向で検討されてはどうかと思います。 

 これは一つの事例ですけれども、新聞記事から持ってきています。LINEでのコロナの関

連のサービスについて、右側にありますように、例えば自治体によっては、要配慮個人情

報の規定がないといったところもありました。あるいは、審査会における審査のやり方も

自治体毎に異なるということもございました。さらには、自治体毎に異なる第三者提供に

関する条例というのがあったりということで、それぞれの自治体ごとに規約等を変えると

いう非常に煩瑣な状況だったと伺っております。 

 また、下のポツですけれども、アカウントが開設できなかった自治体についての話です。

住民がアカウント開設できなかった場合には神奈川県のアカウントを開設して利用したと

いうことです。自治体ごとに状況がかなり違っていて、住民から見るとかなりの差が出た

かという一例でございます。 

 次の論点でございます。 

 具体的な支障の話です。個人情報の保護と活用のバランスについてでございます。 

 オンライン結合制限規定の問題では、９割以上の自治体にそういった結合制限の規定が

存在しております。今、経済社会はデジタル化とかクラウド・バイ・デフォルトとか、そ

ういった方向にどんどん向かっているわけですけれども、結合制限はそういった動きとは

逆行する規定だと考えております。 

 また、匿名加工情報の提供規定が未整備な自治体もございます。未整備ですので、民間

企業によるそういった制度を活用したサービスが進まないという支障が生じています。 

 あるいは、広域連携等が一層拡大していくという中で、行政リソースの関係で団体間の

データ連携が非常に課題になっています。それも解決する必要があります。 

 これは総務省の資料でございます。 

 これも総務省の報告書からですけれども、教育現場でクラウド活用が阻まれている状況

について、例えば、この右側の真ん中に、先ほどのオンライン結合制限の規定で個人情報

保護審議会への付議が必要になって、説明等にかかる手続コストが膨大になっている、そ

ういった事例が出ています。 

 それから、クラウド活用の課題という意味で言いますと、審議会への付議が必要になっ

て、教育委員会、庁内調整に非常に大きな手続コストがかかる。結果としてクラウド不採

用理由にもなるということで、これも総務省の資料からの抜粋になりますが、表れており

ます。 

 あと、GIGAスクールの関係につきましては、教育新聞の記事ですけれども、ICT導入の阻
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害要因ということで、ガイドラインをちゃんと示していくというのが必要になっていると

いう事例があります。 

 これは、医療分野で2000個問題がどうなっているということをまとめていただいた方が

おりますので、抜粋してお示ししております。 

 それから、MaaSにつきまして、2000個問題で非常に支障が生じています。MaaSの関係で

は、多様な主体が関わっています。交通事業者にも公営、民営があり、それぞれ対応する

法令が違うということで、円滑なデータ連携などに支障が生じている状況でございます。 

 長くなりますので、以降の事例については省略いたします。 

 最後に、主な論点の②についてでございます。 

 ４つほどポツがございますが、まず、統一的な法体系及び統一的な解釈運用を図ってい

くことを目指すべきだと考えております。法の規定を直接適用するか否かという点につき

ましては、直接適用する手法を取りながら、地域の自主性・自立性を確保する方法がある

のではないかと思います。その方向で検討していくべきだと考えています。 

 それから、団体間でのデータ連携の課題ですけれども、事例ベースで、自治体の解釈運

用の調和、これを指針であるとか助言であるとか、こういったものを活用して実施してい

くということも考えられると思います。これは同時並行で進められると思いますので、ぜ

ひ進めていただきたいと思います。 

 それから、上乗せ、横出しの可否につきましては、団体間でのデータ連携を阻害するか

否か、これを一つのメルクマールとする考え方もあるのではないかと考えております。 

 説明は以上でございます。どうもありがとうございました。 

○髙橋座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの２人の御発表につきまして、委員の皆様からの御質問、御意見を

頂戴したいと思います。 

 それでは、委員の方はチャットで、お名前とともにどちらに質問があるということを明

示していただきたいと思います。 

 では、佐藤委員、よろしくお願いいたします。 

○佐藤委員 国立情報学研究所の佐藤一郎でございます。 

 両経済団体の方には貴重な御意見をいただきまして、誠にありがとうございます。 

 それで、質問とコメントが１つずつあるのですけれども、いただいた話というのは、い

わゆる地方公共団体の個人保護条例の違い、またはその執行における違いという観点で御

意見をいただきましたが、新経済連盟のプレゼンの冒頭で、その相違というものが、利活

用だけではなくて保護においても問題があるという御指摘いただき、口頭説明はなかった

のですけれども、資料の後半のほうで児童虐待の情報に関して、相違によって問題が起き

ているという、いわゆる保護の観点で問題を御指摘いただきました。 

 一方で、経団連様のほうの資料の御説明を拝見する限り、条例による相違というのが主

に情報の利活用に関して問題があるという御指摘をいただいていて、保護に関するところ
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というのはお話がなかったようなのですけれども、まず、確認として経団連への質問なの

ですけれども、経団連としては、この条例の相違や執行の相違というものは、利活用に関

しては問題点があるけれども、保護に関しては問題点がないという認識でいいのか。もし、

逆に問題点があるということであれば、具体的に事例を挙げていただければと思っており

ます。 

 もう一つ、続けてのコメントなのですけれども、これは新経済連盟に対してですが、12

ページのほうで教育クラウドの話がありましたが、これは条例の違いというよりは、１つ

の自治体に関して言うと、いわゆる個人情報保護審査会を通すのが手間がかかるという話

なので、今回の条例の相違の話とは少し論点が違うように思います。それと、新経済連盟

さんの資料の14ページの教育新聞の話も、これは単にガイドラインの未整備の問題であり、

いささか話が違うのではないかというコメントでございます。 

 なので、基本的には経団連さんのほうにまず質問にお答えいただけると嬉しいかなと思

っております。 

○髙橋座長 それでは、順番に議論していきましょう。 

 経団連様に御質問にお答えいただければありがたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○吉村産業技術本部長 御質問、ありがとうございます。 

 限られた時間の中で、利活用を強調して申し上げたということではありますけれども、

保護についても問題がないかと言われると、それは課題があると思っています。基本的に

データというのは、保護と利活用は表裏一体で考えるべきだということが基本的な考え方

ですので、同じように課題はあると思います。 

○佐藤委員 なぜ、この質問をしているかと申し上げますと、この後、地方公共団体さん

の御意見では利活用だけでなく、保護に関して具体的な事例があるかどうかというところ

を問われているからです。利活用と保護が一体というのは、それは法律の趣旨からいって

そのとおりなので、利活用ではなくて、保護のほうで何か事例はございますでしょうか。 

○吉村産業技術本部長 そういう意味で、私たちも、今、手元にあるものは、どうしても

やはり利活用の課題についての御意見が企業としては多いものですから、それに比べると

手元にあるかと言われると、今、手元に具体的な事例、御紹介できるものがあるという感

じではないです。 

○佐藤委員 ありがとうございます。 

○髙橋座長 よろしいでしょうか。 

○関事務局長 新経済連盟の関です。今のところでちょっとだけコメントをよろしいでし

ょうか。 

○髙橋座長 では、どうぞ、よろしくお願いします。 

○関事務局長 12スライド目についてですけれども、これは確かに審議会の付議のお話で

はございますけれども、もともと条例にオンライン結合制限とか、ほかの自治体と違うと

ころ、統一されていないようなところがあるがゆえに、審議会への付議等が必要になると
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いうこともあるのではないかと考えまして、あえて資料のところに記載させていただきま

した。 

○佐藤委員 ありがとうございます。 

○髙橋座長 ありがとうございました。 

 それでは、石井委員、よろしくお願いします。 

○石井委員 私のほうからは２点ほど質問させていただければと思います。 

 １点目は、統一立法の在り方についてです。先日公表されました中間整理案の中で、統

一後の法律のイメージが説明されているところなのですけれども、個人情報の適正な取扱

いに関する官民共通の基本法としての現行の個人情報保護法をベースにすると。これに行

政機関等の特性に応じた規律を設けるというような整理がなされているところであります。

地方公共団体は公的機関のほうに入ると理解されますが、お困りの点といいますか、問題

意識を持たれているのは、地方公共団体ごとに違いがあるので、民間の法律に合わせた規

律が望ましいのではないかと、そういったお考えでいらっしゃるのかということをお伺い

したいのが１点目です。 

 ２点目は、佐藤先生の御質問と少しかぶってしまうのですけれども、主に問題となり得

る事例としては、教育分野と学術研究分野におけるオンライン結合の規定が妨げになって

いるのではないか、また、要配慮個人情報の規律、匿名加工情報の規律に違いある、こう

したあたりに条例ごとの違いがあると。個別論点に落とすと、このあたりが特にお困りの

点なのでしょうかということ。 

 この２点についてお伺いできればと思います。よろしくお願いします。 

○髙橋座長 では、よろしくお願いいたします。 

 まず、経団連のほうから、吉村様、お願いします。 

○吉村産業技術本部長 専門家の方から聞かれると、どこまで精緻にお答えできるかとい

うのがあるのですけれども、基本的には民間のほうに寄せていただくのが基本ではないか

という認識でおります。 

○髙橋座長 あと、具体例としては、今、御指摘いただいたぐらいでしょうかという御質

問があったと思うのですけれども。 

○吉村産業技術本部長 我々なりに精査をさせていただいて、具体例として御紹介できる

というのは、今日お出しした例でございます。 

○髙橋座長 どうもありがとうございました。 

 関様にも御質問をいただいていましたか。 

○関事務局長 新経済連盟の関です。御質問、ありがとうございます。 

 民間の立場から視点から言わせていただければ、民間の規律に対して、地方公共団体も

合わせるという方向が一番望ましいように思います。公的機関なので、民間と全く同じに

できるかどうかはまた別の話だと思いますが。 

 それから、事例につきましては、結構たくさん紹介させていただいたのですが、全部カ
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バーできてはいない可能性もありますので、今後も何か整理できましたら共有なりをさせ

ていただければと思います。 

○髙橋座長 どうもありがとうございました。 

○石井委員 ありがとうございます。 

○髙橋座長 それでは、大谷委員、よろしくお願いします。 

○大谷委員 ありがとうございます。日本総研の大谷でございます。 

 経済団体から御意見、それから、事例などの御紹介をいただきまして、論点がより明確

になってきたかと思います。そこで、ちょっと確認させていただきたい、質問させていた

だきたい点なのですけれども、御説明いただいた事例というのは、例えば、経団連様の８

ページなどで御紹介いただいたのは、自治体の解釈に相違がある場合という御説明ではあ

るのですが、実際に異なる法人との契約を進めていく中で、規律を統一化しただけで恐ら

く解決できるのではなく、個別に交渉しなければいけないという、そこの部分が大きな手

間をかけている部分ではないかなと思いますので、規律の統一化そのものが解決に資する

のかといったところについて、若干の疑問があるかなと思っております。その点を教えて

いただければと思います。 

 また、新経連様でも、LINEなどの事例を御紹介いただいておりまして、これも非常に御

苦労があった事例として理解しているところなのですが、やはり、もし、これが規律が統

一化されていたとしても、個別の自治体との交渉をしなければ、契約締結にはなかなか至

らないものですから、その手間の部分が、どの程度規律が一つになることで解消できるの

かといったところについてのイメージが湧かないので、その部分を補足していただければ

ありがたいと思っております。 

 質問は以上でございます。 

○髙橋座長 ありがとうございました。 

 それでは、吉村さんのほうから、まず、お答えを頂戴したいと思います。 

○吉村産業技術本部長 ありがとうございます。 

 規律だけかというお話だと理解しましたけれども、規律が統一されているのは前提とい

うか基本だと思っていて、個人情報保護委員会が全てを見て統一的な見解を出してもらう

のが一番いいと思っています。 

 個別交渉は、確かに現実のビジネスでは、その後いろいろあるのだと思います。ただ、

今日の話では、その前提としての規律の統一ということがまずは大事ということを強調さ

せていただきたいと思います。ありがとうございます。 

○髙橋座長 それでは、関様、お願いします。 

○関事務局長 御質問、ありがとうございます。 

 LINEのケースについての御質問につきましては、各自治体間で条例が統一されれば何も

しなくていいということになるわけではなくて、やはり個別の自治体とお話をしていくと

いうことは当然残るとは思うのですけれども、ただ、ルールあるいはシステムの面が統一
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されることで、事業者から見れば、かなりサービス提供の負荷が低減されますし、あるい

はユーザーである住民から見ても分かりやすいという形になるのではないかと思います。 

○髙橋座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、森委員、お願いします。 

○森委員 ありがとうございます。 

 私は、質問というよりは御意見の補足、応援したいと思うのですけれども、この個人情

報保護の文脈で、経済団体の方の意見を応援するということは、私の場合はまずないこと

なのですけれども、先ほど、ルールの統合だけなのかというようなお話もありましたが、

経団連のスライドの８ページを御覧いただきたいと思います。 

 これは、例えば、いろいろな実証実験とかをやるときに本当に困っている話なのですけ

れども、ここで書かれていることは、ちょっと細かいところは分かりませんけれども、恐

らくは病院と甲市、乙市のデータをＡ社に多分提供をして、Ａ社でデータベース化すると

きに、民間の会社が本人に同意を取りますよということなのですけれども、第三者提供の

文脈で、本人の同意を取れば、いわゆる目的外提供でも認められるという規定が多くの条

例にあると思うのです。そのときに、その同意というのは、基本的には当然自治体が取る

ものと考えられているわけですけれども、ここでの問題は、提供先で同意を取っていいか

という話なのです。第三者提供の同意というのは、もちろん行政機関法で目的外提供は出

てきますし、一般の個人情報保護法では、むしろその目的内外とか言わず、第三者提供に

は同意が必要なのが原則だということになっていますけれども、この同意を提供元が取ら

なければいけない、これは原則ですけれども、提供先で取っていいのかとか、第三者が取

っていいのかとか、そういう解釈上の問題があります。この解釈上の問題については、行

政機関法も個人情報保護法も、完全にクリアに議論によって解決されているわけです。そ

れが自治体でどうかというと、これは自治体にお尋ねしても、いや、そんなこと考えたこ

とないから分かりませんと言われるのです。 

 それだったらまだいいのかもしれませんけれども、あるいは確定的な回答が返ってきた

りするわけです。そういうときには審査会にかけることになっていますみたいな。でも、

そうなってしまうと本当に困ってしまって、ルールの統合による最大のメリットは、私は

グレーゾーンの解消であると考えております。行政機関法にも個人情報保護法にもグレー

ゾーンはたくさんあります。しかし、多くのグレーゾーンはまだ残っていますけれども、

それ以上に、そのグレーゾーンをこれまで解決してきた経緯があるわけです。これが、も

しルールが統合されれば、全て使うことができますが、統合されないと、本当にこのスラ

イドのように、何をどうしていいか分からない。一から考えなくてはいけなかったりとか、

あるいは考えることもできなかったりとか、審査会の結果待ちだったりとかするというと

ころがあります。 

 以上です。 

○髙橋座長 御意見と承りました。 
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○森委員 結構です。 

○髙橋座長 どうもありがとうございました。 

 では、生貝委員、よろしくお願いします。 

○生貝委員 ありがとうございます。 

 関様に少し御質問なのですけれども、非常に貴重な事例を含めた御紹介をありがとうご

ざいました。 

 それで、この問題というのは、日本全国どこにいても、この住民の方々というのが、教

育にせよ、あるいは医療にせよ、最先端のデジタルの、しかも安心してサービスを受けら

れる環境をどのようにつくっていくかということを考える上でも非常に重要なのだと思っ

ております。 

 それで、特に関様のスライドの中ですと、９ページで、特にGIGAスクール、医療、スマ

ートシティ等様々挙げて、それが個人情報保護条例の不統一が障害になっているというこ

とをお話しいただきましたけれども、実際にこの障害になっているというのは、既にある

いはこれから、そういったような特定のサービスというのが、こういったようなものが障

害になって提供できないということまで起こるのか、起こり得るのか。あるいは、それな

りにコストをかければ何とかして越えていけるような課題であるのか、そのあたり、もし

障壁のレベル感といったようなところに関して、もし何か追加で御意見があれば頂戴でき

ればありがたく存じます。 

○髙橋座長 それでは、関様、お願いします。 

○関事務局長 新経済連盟の関です。御質問、ありがとうございます。 

 ９ページに書いてある、ex1からex4につきましては、既にサービスが提供されているケ

ースと、まだこれからのものがございます。障害については、起こっているケースもある

かも知れませんが、基本的には今後起こる可能性が高いケースを説明させていただいたと

ご理解いただければと思います。 

 いずれにしましても、規律あるいはルールを統一することで、先ほどのMaaSの資料のポ

ンチ絵とかが分かりやすいと思うのですが、医療でもそうですし、GIGAスクールでもそう

ですけれども、いろいろな関係者がいます。地方自治体であったり、民間企業であったり、

別の主体であったり、そういった違うルールでやっている主体が相互に連携しようとする

と、やはりハードルが結構ありますので、そこはルールを合わせてあげることによって、

こういったサービス提供がどんどん進んでいく、ひいては住民がデジタルの享受を受ける

ということがどんどん進んでいくということになるのだと思います。 

 これは、法的なルールだけではなくて、今日はあまり説明しなかったのですが、システ

ムのほうの統一化あるいは調和も非常に重要でありまして、これも画一的なものを各自治

体で使うということでは必ずしもなくて、やり方によっては自主性と自立性、あるいは統

一性というのを両立できるようなやり方が技術的には可能ですので、そういった方向も目

指していただければと思います。 
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 以上でございます。 

○生貝委員 ありがとうございます。 

○髙橋座長 どうもありがとうございました。 

 予定の時間となりましたが、私からも。 

 支障を出していただきまして。大分理解できました。ただ、関様からもまだ追加の事例

を集めていただけるというご発言もありました。事例だけで全てが決まるわけではないで

すが、大変申し訳ない次第ながら、経団連の吉村様にお願いしておきたいのです。やはり

事例を積み重ねることでお互いの理解、地方公共団体の理解が進むということもあります

ので、引き続き、支障事例の収集、整理に努めていただきたいと思っています。 

 もう一点、諸外国でこんなことができていて、日本ではできていないのだという、そこ

ら辺もぜひ何かあれば今後御提示いただければありがたいと思います。 

 その辺をお願いできますでしょうか。吉村様、関様、いかがでしょうか。 

○関事務局長 承知しました。 

○吉村産業技術本部長 経団連です。 

 努力はいたしますが、先ほど申し上げたとおり、事例を一個一個潰すこと自体は目的で

はないので、そういったものをサンプルにしながら、在り方を考えていただきたいという

のがこちらの認識です。 

○髙橋座長 そういう趣旨です。 

 理念も重要ですが、個々の支障の積み重ねも重要でございますので。一個一個潰すとい

う趣旨ではございません。 

 どうもありがとうございます。 

○吉村産業技術本部長 ありがとうございます。 

○髙橋座長 ありがとうございました。 

 次に、地方三団体の皆様から御意見を頂戴したいと思います。本日は、全国知事会情報

化推進プロジェクトチームリーダーであられます村岡嗣政山口県知事、それから、全国市

長会の行政委員会委員長であります辻宏康氏、全国町村会の行政委員会委員長であります

坂口博文徳島県那賀町長のお三方に、大変お忙しいところオンラインにて御出席をいただ

いております。皆様からも、先ほど事務局から御説明があった検討の主な論点について、

御意見、コメントを頂戴したいと思います。 

 本日はどうぞよろしくお願いいたします。まず、最初に、全国知事会の情報化推進プロ

ジェクトチームリーダーであられます村岡知事より御発言を頂戴したいと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

○村岡知事 全国知事会で、情報化推進プロジェクトチームリーダーを務めております、

山口県知事の村岡でございます。どうぞよろしくお願いします。 

 本日は、個人情報保護制度の見直しに関する検討会、髙橋座長さんをはじめ委員の皆様

方にお話をさせていただく機会をいただきまして、ありがとうございます。早速説明を始



17 

 

めさせていただきたいと思います。 

 先般、検討会から示されました個人情報保護制度の見直しに向けた中間整理案につきま

して、今日は地方公共団体の個人情報保護制度の今後の検討の進め方のうちの、主な論点

を中心に説明を求められていますので、まず１点は、この整理案に対する各都道府県の意

見集約結果、そして、２点目として、地方公共団体の個人情報保護制度に係る今後の検討

の進め方に対する意見・要請、その２点につきまして御説明を申し上げたいと思います。 

 まず、主な論点についての意見の総括です。 

 この問題の背景となります地方公共団体のルールや運用が不統一であることにおける具

体的な支障、それを解決するために必要な具体的な規律とか運用の在り方等について、ま

ず国のほうからお示しをしていただいて論点整理が行われるほうがスムーズかなと思って

おりますけれども、中間整理案におきましては大きな論点のみが示されておりますので、

各県の意見集約結果もこれからお示しますが、一般論的なものになっていることをあらか

じめ申し上げておきたいと思います。 

 総括的には大きく３つあるのですけれども、１つは、国と地方の役割分担として、国が

ルール等の統一化を図る場合でも、全国一律とする項目を明確化して、それ以外は地方の

自主性を尊重すべきであるということ。 

 ２点目は、地方公共団体の条例の制定の経緯とか、地方自治の観点等から、内容に差異

が見られてもやむを得ないのではないかということ。 

 ３点目、したがって、個人情報の活用の観点等から法の直接適用が望ましいとの意見も

多いですけれども、仮に法の直接適用を受けても、条例による規律を認めるべき、そうい

った意見であります。 

 次からは、主な論点に示されております各論についての意見集約結果です。なお、各項

目に対する都道府県からの意見につきましては、別に参考資料としてお配りをしておりま

すので申し添えます。 

 まず、国の役割と地方自治との関係につきましては、国に主導的に取り組んでほしいと

の意見もありますが、多くは国が個人情報の活用等に関してルールの統一化を図る場合で

も、全国一律とする事項を明確にして、それ以外は地方公共団体の創意工夫に委ねるなど

の自主性を尊重すべきといった認識です。 

 そして、国際的に整合の取れた制度とするための規律の在り方につきましては、ここは、

こうした分野について知見を持っている団体が少なくて、国家的な視点から、国が対応す

べきであるということ。 

 次に、分野ごとの規制の統一の在り方につきましては、データ利活用の有用性の度合い

が異なることなどから、特定分野ごとの検討は適当との認識ですけれども、真に必要と認

められる分野への限定や個別法で対応すべきとの意見もございました。 

 次に、地方公共団体ごとに条例で規律される内容が異なることへの認識につきましては、

地方公共団体による条例の制定経緯、地方自治の趣旨から、非識別加工情報や災害対応な
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どの特定分野での統一を容認する場合でも、条例ごとの規律の差はやむを得ないとの意見

が多数となっています。 

 個人情報の保護と活用のバランスの確保の在り方につきましては、保護を優先して考え

るべき、統一的な対応が必要、各団体が判断すべきで現状支障なしとの意見が拮抗してい

る状況です。 

 地方公共団体ごとの個人情報保護制度の統一手法につきましては、個人情報の活用の観

点等から法の直接適用が望ましいという意見が多い一方で、次の、条例で規律する範囲に

つきましては、地方公共団体による条例の整備・運用の経緯や地方の実情から、条例によ

る規律を認めるべきとの意見が多数となっています。 

 最後に、規律の種類による統一の要請の程度の差については、地方公共団体による条例

の経緯や地方の実情の違い等から、統一の要請の程度は異なるとの認識が多い一方で、個

人情報の活用の観点からは統一の要請が強いとの意見もございました。 

 なお、今回は、基本的な考え方に対する意見は求められていませんが、主な論点の前提

となるものであるため、意見集約結果のみをお示ししています。 

 ３点あります。 

 まず、多くの団体がデータの利活用についてのルール等の統一化については理解を示し

ています。一方で、医療、学術分野などの分野に絞った検討や、地方の実情に即した検討

を求める意見もあります。こうしたことから、拙速に検討を進めることには否定的な団体

も一定数あって、総じて条例の制定や運用の経緯等を念頭に慎重な検討を求めているとこ

ろでございます。 

 こうしたことを踏まえまして、地方公共団体の個人情報保護制度に係る今後の進め方に

対する意見・要請です。 

 中間整理案では、国及び民間の個人情報保護制度に関する検討と歩調を合わせ、年内を

目途にその結果をタスクフォースに報告するとありますが、都道府県からの主な意見とい

たしましては、まずは、国が具体的な内容等を示した上で、地方の意見を十分に聞きなが

ら議論してほしい。そして、地方の個人情報保護制度の抜本的な内容変更を含むものであ

れば、半年の議論では不十分ではないか。地方が当事者として見直しへの参画や、結果の

取りまとめに際し、地方公共団体への再度の意見照会をお願いするなどでございます。 

 意見の詳細はお示ししているとおりですが、いずれにいたしましても、地方公共団体に

おける個人情報の取扱いのルール、運用の統一、また、国際的な制度調和等について、国

から具体的な必要性やその理由、方針等が何ら示されないまま検討会での議論が進むこと

について、多くの団体が懸念を示しておりまして、今後の検討においても、地方の意見を

十分聞いた上で慎重に議論が行われるように求めているところです。 

 こうしたことから、個人情報の利活用に対します社会的要請や、国益確保の観点から、

全国一律のルール、運用の統一化の推進には一定の理解を示すものの、地方公共団体の個

人情報保護制度のこれまでの経緯等を十分に考慮いただきまして、まず１つは、国による
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統一的な規律や運用が必要である事項について、まずは具体的な根拠や制度運用等の在り

方について、見解をお示しいただいた上で、例えば、個人情報の保護と活用を仕分けて、

まずは活用に関する事項について、全国で統一的な規律、運用の仕組み等を検討するなど、

こうした事項のみを先行して議論、検討を進めるということ。 

 ２点目、その上で、地方公共団体における個人情報保護条例の差異の解消、国や地方と

の制度と調整、統一化を図る必要があれば、我が国の個人情報保護法制が先駆的な地方公

共団体によって国に先んじて条例制定し、制度化してきた経緯や、地方公共団体ごとに実

務の蓄積があることなどに御配慮いただいて、年内にこだわることなく、地方と十分に意

見交換しながら議論を行うこと。 

 この２点を御考慮いただきまして、検討会において、今後の検討を進めていただきたい

と思いますので、よろしくお願いいたします。 

 今後検討会においても、国と民間の個人情報保護制度の集約、一元化との関係の中で、

国と地方との役割分担も含めて地方公共団体の制度に対する規律の在り方等について、年

内に２回程度の議論が行われると伺っておりますけれども、繰り返しになりますが、全国

知事会といたしましては、各都道府県の不安解消のためにも、まずは国において地方に求

める具体的な内容等について丁寧に御説明いただいて、その上で、地方との意見交換を十

分に図りながら検討を進めていただきたいと思いますので、以上をお願いいたしまして御

説明を終わります。どうぞよろしくお願いします。 

○髙橋座長 どうもありがとうございました。 

 続きまして、全国市長会の行政委員会委員長である辻市長より御発言を頂戴したいと思

いますので、よろしくお願いいたします。 

○辻市長 平素より都市自治体の行政運営に御協力を賜り、お礼申し上げます。全国市長

会行政委員会委員長の和泉市長の辻でございます。本日はよろしくお願いします。 

 本日は、個人情報保護制度の見直しに向けた中間整理案の地方公共団体の個人情報保護

制度との関係について、全国市長会として意見を申し上げます。 

 今般のヒアリングに際し、全国市長会の委員市区長146市に意見を伺いましたところ、自

治体ごとに、これまでの運用、抱える問題等を踏まえ、様々な意見がございまして、すぐ

に統一した意見に集約というのは難しいのではないかというのが率直な感想でございます。 

 資料につきましては、お手元の資料５を御参照いただきたいと思います。 

 最初に、全国市長会としての意見を記載し、その後に、意見の前提となった各都市自治

体の意見を参考という形で、主な論点１、２ごとに分けて記載しております。 

 まず、都市自治体から寄せられた意見から御説明させていただき、それを踏まえた全国

市長会の意見を説明させていただきます。 

 資料の２ページ、主な論点に対する意見のうち、論点１について説明いたします。 

 基本的に個人情報保護制度に関し議論すること自体は、各都市自治体として否定してお

りません。１つ目の○にあるように、地方自治体、地方公共団体ごとに異なる個人情報の
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取扱いが、個人情報開示制度を利用する側から不便とされているなら、国と地方、法令と

条例の整合性を図ることも検討の一つではないかといった意見がありました。 

 また、例えば、2000個問題が、新型コロナウイルス感染症や豪雨等の公衆衛生、災害へ

の迅速な対応の足かせになることや、新型コロナウイルスの薬の研究の分野など、成果の

正確性が重視される医療分野において弊害となり得るといった懸念に対しましては、具体

的な支障事例を踏まえ、必要な議論を行うべきとする意見などもございました。しかしな

がら、基準を統一化する場合の範囲や手法の考え方につきましては、各都市の意見は様々

でございまして、検討を進めるには、個別具体的に整理することが前提となるのではない

かの見解でございます。 

 例えば、意見としましては、下から３つ目の○です。これまで、条例により制度を運用

してきたので、統一的基準による条例対応が望ましいとする意見や、下から２つ目の○で、

分野ごとに様々な取扱いがあり、中央集権的統一規律か地方分権的独自規律かは択一のも

のではなく、事務の内容、特性に応じて、統一の必要性について精査し、必要性が低い場

合においては、地方分権、地方自治の観点に配慮した緩やかな統一を図ることが望ましい

という意見。 

 また、一番下の○です。利活用の促進という点においては、取扱いの統一を図ることが

望ましいとする意見がございました。さらに、個人情報の取扱いの統一について、する、

しないだけではなく、これに付随して、３ページの一番上と２つ目の○で、公文書の管理、

保存のルールや情報公開法における情報公開の統一的取扱いも併せて検討する必要がある

のではないか。 

 上から３つ目の○です。各自治体の条例等の在り方から、個人情報の定義、マイナンバ

ー法の関連性等も含め、統一の程度によっては多大な影響が想定されるのではないかとい

った周辺制度への影響を懸念する意見もございました。 

 また、上から４つ目の○です。個人情報の利活用については、特に、非識別加工情報に

ついて、提案の審査基準や情報の加工水準など、各地方公共団体における取扱いが大きく

異なることから、全国的な統一的基準、ルールの整備を検討する場合には、その範囲にお

いて十分な議論が必要であるとする意見がございました。 

 さらに、非識別加工情報に関しては、制度そのものへの意見はございませんが、専門人

材の育成や地方への人材還流、国による技術的支援を求めるといった意見がございました。

これについては、理由として、非識別加工情報の作成、提供などの作業に関して、具体的

な加工基準を設定することが難しいことや、また、本当に識別されないかという安全管理

に対する不安を掲げる意見、さらに非識別加工情報の審査に関しては、専門知識を持つ人

材の不足などを挙げる自治体があり、検討に当たっては、このような背景についても配慮

をお願いするものでございます。 

 また、下から３つ目の○です。オンライン結合制限規定につきましては、多くの地方公

共団体の条例も規定が存在しますが、デジタル化の進展を踏まえ、今後は公共の福祉増進
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のために自由度を高めていくべきではないかとする一方で、国民の不安も踏まえるべきと

する慎重な意見もございました。 

 次に、論点②について説明いたします。 

 １つ目の○です。制度の在り方に対しては、情報連携や利活用について取扱いに違いが

あることから、仮に全ての地方公共団体の条例を廃止し、地方公共団体個人情報保護法の

ようなものを制定しても、現実的にはその解釈、運用を地方公共団体に委ねなければなら

ず、団体ごとの差は解消されません。よって、各地方公共団体の個人情報保護条例につい

ては現状のままとし、個人情報の利活用についてのみ法律を新設すべきであるという意見

がございました。 

 その一方で、個人情報保護の分野では、地域ごとの多様性に配慮する要請はないので、

法律による統一したルールでの運用が望ましいとする逆の意見もございました。 

 また、４ページの上から２つ目の○です。現在、個人情報保護条例が各自治体で制定さ

れていること等、地方自治の本旨を踏まえ、統一的な基準を定める場合でも、その分野に

ついて精査し、地方公共団体の条例による上乗せ・横出しの裁量を可能な限り確保できる

ように議論すべきといった意見がございました。 

 以上、説明しましたように、個人情報保護制度については、これまでの制度制定の経緯

から、法制化して運用を統一することに対しては、各都市自治体の運用実態等もあり、様々

な考えがございます。地方公共団体の個人情報保護制度の議論につきましては、昨年末か

ら４回ほど懇談会という形で、地方公共団体の実務者レベルを集めて意見交換を行ったと

承知しております。ただ、個別具体的に踏み込んだ議論にまでは至っていないと聞いてお

り、その意味では本日のヒアリングが具体的な検討のスタートと言えるのではないかと思

っております。 

 これらを踏まえ、このヒアリングにおける全国市長会の意見としましては、資料の１ペ

ージ目にお戻りいただき、１つ目の○にあるとおり、まず、各自治体ではこれまで条例に

基づいた独自の実績が積み上がっていること、データ利活用に関し、国、民間サイドと温

度差があること、これらを理由として自治体でも様々な意見があることを踏まえ、地方の

意見をよく聞いていただき、混乱が生じないように慎重に検討を進めていただきたく思い

ます。 

 また、２つ目の○にあるように、何が支障として生じているのか具体的事例を基に検討

することや、３つ目の○にある、国民の理解を得ることが重要で、分かりやすく丁寧に、

かつオープンに議論すること。 

 最後に、仮に制度改正が行われる場合、自治体の意見を十分聞く機会を設けていただき、

準備期間を十分に確保すること、これらを意見として述べさせていただきます。 

 この検討会は、今年末までに結論を出すというスケジュールと聞いておりますが、今、

述べた意見を十分に踏まえていただき、くれぐれも拙速に結論を出すことがないよう強く

お願いさせていただきます。 
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 以上でございます。 

○髙橋座長 どうもありがとうございました。 

 続きまして、全国町村会の行政委員会委員長であらせられます坂口町長から御発言を頂

戴したいと思います。よろしくお願いいたします。 

○坂口町長 徳島県那賀町長・全国町村会行政委員長の坂口でございます。こうした機会

にお招きいただき、感謝申し上げます。 

 この検討会につきましては、国の行政機関や民間部門における個人情報保護に関する規

律を一元化することを念頭に議論を進める場として認識をいたしております。このことと

関連し、地方公共団体におきましては、条例による個人情報保護の運用を行っているとこ

ろであり、その点を課題と認識され、今般この場に地方公共団体の代表者が招集されたも

のと認識をいたしております。 

 本検討会の参加に先立ち、都道府県町村会の会長を務めております47の町村長の皆さん

に対し、検討会の中間整理について意見照会を行いましたので、その結果を申し上げます。 

 初めに、情報化社会の進展に伴い、官民が保有する個人情報の円滑な利活用という要請

について、実際に町村の現場でそのような声が聞こえてきているのかということを検証す

るため、「地方公共団体ごとに個人情報保護のルールが不統一にあることによって事務に

支障が生じているか」について伺いました。 

 これにつきましては、ほとんどの町村におきまして、地方公共団体ごとに個人情報の保

護に関するルールが不統一であることで事務に支障が生じてはいないということでありま

した。ただ、支障が生じていると答えた町村が数団体ございましたが、その内容は、「法

令が改正されるたびに条例の適用について検討を行う必要があり、またその改正について

も労力を要する」、「自衛官募集事務に関する募集対象者情報の提供について、各市町で

対応が異なっており、対外的な説明に苦慮している」ということなどといったものであり

ます。 

 次に、企業からのニーズについてであります。 

 「町村が保有をしている個人情報について、企業等から利活用の要請はあるか」と伺い

ました。同様に、数団体を除き、大多数の町村において企業からの個人情報の利活用の要

請がないという回答でありました。これも参考までに要請があった町村の例を申し上げる

と、学校の健診データや観光、医療、福祉分野等で、年数回程度の利活用の申請があった

とのことです。 

 したがいまして、中間整理で示されている「地方公共団体の条例を含む当該分野の個人

情報保護に関するルールが不統一であることが円滑な共同作業の妨げとなっている」とい

うことや、「情報化の進展や個人情報の有用性の高まりを背景として、地域や官民の枠を

超えたデータ利活用が活発化」といった点は、少なくとも現場の町村としては、地方公共

団体を含む規律を一元化するに足る理由にはならないことを申し上げます。 

 続いて、仮に、国や民間部門と合わせて、地方公共団体もそれぞれが設けてきた個人情
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報保護に関する規律を統一的に運用していくことになった場合には、どのような方法が望

ましいかということについてであります。 

 これにつきましては、「法律の規定を直接適用すべき」、「法律の枠組みの中で条例を

定めるべき」、「国の指針や助言により条例の内容や運用の緩やかな統一を図るべき」と

意見が分かれたところでございます。 

 どのような規律の在り方が望ましいかということにつきましては、依然、判断材料に乏

しいため、この検討会において現状と課題を整理し、方向性を詰めた上で、改めて地方自

治体の意見を聞いていただく等、初めに結論ありきではなく、丁寧な対応をしていただく

ことが必要と考えております。 

 最後に、全般的な意見を申し上げます。 

 先ほどもデータの利活用について、町村に対する民間企業の需要はほとんどないと申し

上げましたが、そのような中で、小規模町村まで全国一律にデータ利活用の体制を整える

必要があるのか、甚だ疑問に思っています。町村は限られた人員で多くの業務を抱え、個

人情報保護も含め専任の職員がいないことが一般的であります。町村にとっては、住民に

直接対峙する行政サービスを第一に考えますが、地域には直接関係のない、あるいは極め

て少ない業務に人的リソースを割くことは難しいところがあります。 

 もし、仮に、全国的な網羅性の観点から、国や経済界の要請で、データ利活用の体制整

備が必要とされるということならば、このような体制を支える費用や人的負担については、

個々の町村ではなく、国として責任をもってデータ利活用に係る社会基盤整備の位置付け

の中で検討がされるべきものと考えております。 

 関連して、小規模町村は、その運用体制から、個人情報保護に係る条例の運用に苦慮し

ている点が強調され、そうした観点からも一元化すべきといった議論も散見されますが、

そもそも、小規模団体で運用体制が小さいのは、情報公開等の利用件数が少なく、相対的

な優先順位が低いからであります。仮に需要が高まれば、対応する運用体制の増強が必要

になってまいりますが、当然その際は、かかる行政需要に対して適切な人的・財政的措置

を講じていただくべきものと考えております。 

 以上、縷々申し上げましたが、個人情報保護については、現状では支障が生じていたり、

企業から要請が来ていたりする町村はごく少数であり、性急に地方公共団体の個人情報保

護に関するルールを一元化する必要は感じておりません。 

 地域の実情に応じた条例を、法令に反しない範囲で定め運用してきたというこれまでの

経緯も踏まえ、将来的に整合的な制度の確立に当たっては、現場の事情や負担に十分留意

をして、丁寧な議論をしていただきたく思っております。 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○髙橋座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの皆様の御意見と発言につきまして、委員の皆様より御意見、御質

問を伺いたいと思います。御質問、御意見がある委員の方は、チャットでお名前とともに
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お知らせをいただければありがたいと思います。 

 では、大谷委員、よろしくお願いします。 

○大谷委員 たびたびコメントの機会をいただきまして、ありがとうございます。 

 このたびは地方自治体の代表の方に率直な御意見をいただくことができまして、台風10

号への対応など、大変な時期に御礼の言葉もございません。 

 ここで各代表の方から御提示いただきましたように、これまで少し抽象的に規律の統一

化というような切り口でお話を進めてきたのですけれども、恐らく、どんな規律を統一化

することによって、どのような効果が発生し、どのような負担が生じるのか、あるいはど

の点が効率化するのかといったことについての十分なイメージをお示しできないままで議

論をしていただいたり意見の集約をしていただいたということで、御面倒をかけてしまっ

た面があるのではないかと思っております。 

 たたき台というのが適当かどうか分かりませんけれども、統一化された規律、特に上乗

せ・横出しの代表的なものについての運用イメージを示した上で、これまで長年の実務の

蓄積による地方自治体ならではの課題についての意見をまた聞かせていただくというやり

方で今後進めていくことが恐らく必要なのではないかなと思って受け止めさせていただき

ました。 

 また、都道府県とか市や町村などでも、規模によってあるいは地域の特性によって若干

の相違点があると思いますので、具体的なイメージを我々のほうで複数案をまとめるか、

御提案するということが恐らく今後も必要かなと思っているところでございます。 

 私からは以上でございます。 

○髙橋座長 どうもありがとうございます。 

 御質問はありましたか。御意見を頂戴したということですね。貴重な御意見をありがと

うございました。 

 では、石井先生、お願いします。 

○石井委員 石井です。２回目、ありがとうございます。 

 私のほうから３点ほどお伺いしたいことがあります。 

 まず１点目は、個人情報保護条例がどの程度機能しているのかということについての質

問です。個人情報保護条例には、事務登録簿の制度、オンライン結合等の規定が設けられ

ており、その他、外部への委託等について条例に定める事項を個人情報保護審議会が審議

をするといったような規定があるかと思います。審議会が様々な事項について審議をして

いくというような規律について、その実体的な効果、個人情報保護法制度への役割をどの

程度果たすことができているのかと。手続を経ることに終始してしまっているような実態

があるのかどうか。逆に、例えば、オンライン結合等について物言いがつくケースが生じ

て、実質的な議論に発展するケースが審議会の行われた回数の中でどの程度あったのか。

そうした点を踏まえて、現状の個人情報保護条例の役割、どの程度機能しているのかとい

うことについて、どのように受け止めておられるかをお伺いしたいというのが１点目です。 
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 ２点目は、国の政策として行政手続のオンライン化が、強いメッセージとして出ている

と認識しておりますけれども、システムや業務プロセスの標準化や共同化を行うときに、

自治体間の制度やシステムの違いというのが必ずネックになってしまうと。個人情報保護

条例において、いまだにオンライン結合制限規定があるというのは、一つの見方としては

時代にそぐわなくなっているという見方ができるようにも思いますけれども、こうした国

の行政手続オンライン化への施策の方向性と、地方公共団体、自治体の皆様のほうで感じ

ておられる温度差、そういったものについて、どのように受け止めておられるかをお伺い

したいと思います。 

 ３点目は、大谷先生からも御指摘があったことと関係しますけれども、仮に法の統一化

を図るとしたときに、もう少し材料が要るのではないかと感じております。例えば、民間

とのデータ連携、ほかの自治体とのデータ連携において支障が生じた具体的なケースとし

てどういうものがあるか、また、現状の個人情報保護制度において、統一すると、より利

活用がスムーズに進むのではないかと思われる具体的な規定として、どういうものがあり

得るのかということです。逆に、地方の実情を踏まえた条例の自由度を残しておくべきケ

ースとしてどういうものがあるのか、もう少し材料が出たほうがいいように思いましたの

で、今、お答えいただける範囲で結構ですけれども、教えていただければと思います。 

 以上です。 

○髙橋座長 ただ、条例の運用についてはお答えはなかなか難しいと思います。 

○石井委員 大丈夫です。お答えいただける範囲で。 

○髙橋座長 では、お答えできる範囲で結構でございますので、恐れ入りますが村岡知事

のほうから意見を頂戴したいと思います。 

○村岡知事 まず、１点目の、どの程度機能しているかということですけれども、我々、

実務的に言いますと、個人情報に関する仕事は、本人情報の開示の請求だったり、訂正や

利用停止といった、個人情報の保護に関するものがほとんどであります。企業等からの相

談というのはほとんどないという状況があります。 

 そして、審査会等ですけれども、それは各自治体によって状況が違うと思いますけれど

も、いずれにしても個人情報をどう扱うかについて、行政だけで決めるということではな

くて、一定の専門性とか客観性とかを保ちながら判断をしていくということは、公平、中

立、公正を保つ上で重要ですので、そうした上では大いに機能しているのではないかと思

っております。 

 それから、オンライン化の流れということで、おっしゃるとおり、我々の自治体のシス

テムも中でどんどん改善をし、また、オンライン化も進めております。その流れ自体は各

自治体もどんどん進めていると思いますけれども、それと、それを使った個人情報のやり

取りというところは必ずしもイコールではなくて、オンライン結合につきましては、有用

な部分はもちろん多くあると思いますけれども、一方で危険もはらんでおりますので、一

定の保護は必要ではないかというところは、各自治体、そのように考えているところが多
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くあろうと思います。 

 一方で、その部分がネックになっているところがあるのであれば、そこは個別によくお

話を聞きながら、どういったことがルールとしてつくれるのかということは考えていく必

要もあるではないかと、そうした意見も持っているところでございます。 

 ３点目の統一化によるメリットがある具体的な事例については、そこは、むしろ我々の

ほうが、民間のほうで、どういったところが、ぜひ使いたいというところを示してもらっ

たほうが議論がしやすいのかなと思っております。 

 今日、幾つか事例がありましたけれども、医療の関係とか、そういったところがあるの

かなと想像しておりますけれども、我々はルールを新しく何かつくるにしても、今までの

ものを変えなければいけないとすると、その必要性というのは、国全体でこうしたことに

ぜひ使いたいからということがあると、そのルールを変える説明も、また、それを通すこ

ともしやすくなりますので、ぜひ、そこのところは、むしろ我々のほうが知りたいなとい

うところでございます。 

○髙橋座長 大変申し訳ないのですが、時間の関係もありまして。 

○石井委員 大丈夫です。 

○髙橋座長 知事の御発言でご回答とさせていただきたいと思います。 

 それでは、次に長田委員、お願いします。 

○長田委員 長田です。よろしくお願いします。 

 それぞれ知事会、市、町村と、いろいろお立場の違いで御意見が違ったところがありま

すけれども、まず１つ、データの利活用の部分において、その部分だけ統一した運用とい

うのもあり得るのではないかという御発言が、知事の皆さんの中にはあったと伺っていま

す。そういうときに非常に問題になるのは、個人情報の定義がきちんと統一されているの

かというところだと思っています。公民の統一のところでも、そこは随分議論があったと

ころだと思いますけれども、非識別加工情報、匿名加工情報を利用していくにしても、ま

ず、それらの情報が非個人情報であるということをきちんと確認するということは、つま

りは個人情報の該当性の解釈が統一されているのかということになっていくわけですので、

そういう個人情報の定義とか概念とか、該当性、解釈の統一というものについて、それぞ

れの団体で今後どういうしていこうと考えてらっしゃるのか、お分かりになるところで教

えていただければいいなと思っています。 

 以上です。 

○髙橋座長 ありがとうございました。 

 それでは、これは村岡知事からまず御回答をいただければと思います。 

○村岡知事 個人情報の分野は、自治体のほうが先行して様々なルールをつくってきたと

ころがありますので、そこは、これまでの蓄積で自治体によって、恐らく差はあるのだろ

うと思います。その中でも運用が、それをベース、まずそれを出発点にして様々なルール

や運用ができてきておりますので、そこを変えるというのはかなり大きな影響が生じるだ
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ろうとは思っております。そこが現時点でどのぐらい自治体間で差があるのかというとこ

ろの把握はできておりませんが、きっとそこは同じ規定であっても、各自治体によって運

用はまちまちな部分は、少なからずあるだろうと思います。 

○髙橋座長 どうもありがとうございました。 

 辻市長、いかがでしょうか。 

○辻市長 和泉市長の辻でございます。 

 確かに自治体によっていろいろと解釈が違っております。例えば、死者に関する情報な

ども個人情報に含めるのかどうかということも自治体によっての解釈が違うのです。そう

いう点で、細かく見ていくと、相当多岐にわたって、もし統一するのであれば議論が必要

であると感じております。 

 以上です。 

○髙橋座長 ありがとうございました。 

 では、坂口町長、お願いいたします。 

○坂口町長 個人情報の定義等について自治体ごとに違いがあると仄聞しておりますが、

それがどの程度の差異であるかについては、地方側として十分な資料がないというのが現

状でございます。 

 この検討会におきまして議論に必要な資料をお示しいただいた上で、改めて小規模町村

を含めた意見を聞いていただく機会を設けていただければと思っております。 

 以上です。 

○髙橋座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、次に森委員、お願いします。 

○森委員 森です。御説明、ありがとうございました。 

 お伺いしたいことが１点ございますのは、知事会の御説明でお尋ねしたいと思っており

まして、スライドの11ページをお示しいただいてもよろしいでしょうか。 

 これを見てみますと、円グラフが分かりやすいのですけれども、統一の要請に違いがあ

るというのが青、これは結構ありまして、統一が必要というのが赤で、３分の２と３分の

１ぐらいな感じなのですけれども、これと９ページのスライドなのですが、９ページのス

ライドは、これは「統一手法」と書いてありますけれども、どういう仕方で統一していく

のかということについて、青が法で統一、オレンジが法の枠組みの下で条例、緑が緩やか

な統一ということで、こうしたほうがいいのではないのみたいなアドバイスベースで決め

るというのは条例で決めるということだと思うのですが、若干、11と９が合わない印象を

持っております。 

 まず１つは、９ページも11ページも、全地方公共団体、「全」というのは、アンケート

対象者全てということなのですけれども、それを対象とされているのでしょうかというこ

とが１点目です。 

 ２点目は、もし、そうだとすると、11ページの統一の要請には違いがあるとお答えにな
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った方、それが３分の２ぐらいおられるわけですけれども、要請には違いがあるけれども、

やはり統一はされるべきであって、その統一は法によるものでもよい。その場合、基本的

には一つ、単一ルールが原則になってしまうわけですけれども、そのように整合的に考え

ればいいのかなと思いましたので、９ページと11ページの整合性に関することをお尋ねし

たいというのが質問のほうです。 

 意見のほうですけれども、意見は基本的には１つだけなのですけれども、やはり御意見

を伺っていて、非常に重要だなと思ったのは、制度の全体のべき論、どのような制度であ

るべきかということと、自治体の御負担の話、これはやはり切り離して考えたほうがいい

のではないかという部分なのです。 

 その御負担というところですが、御負担の話は２つありまして、１つは、やはり国より

も地方自治体のほうが先行していたという経緯もあり、例えば、特にデータの持ち方みた

いなものが、行政機関法と条例だったらちょっと違ったりすると思うのですけれども、デ

ータベースのありようといいますか、そういうことは、やはり当然のことながら御負担と

いうのはあるので、それをデータ利活用というもっぱら国の利益、民間の利益でやってい

ただくということですので、その御負担について、これを、また自治体の御負担が増える

ような形でやるのは当然のことながら望ましくないということだろうと思います。 

 第２に、ただ、御負担というところなのですけれども、それこそ、その御負担こそ、原

則単一ルールでつくってしまったほうが楽でして、先ほど、町村会の御意見でリソースが

ないということがありましたけれども、そういった解釈とか、そういうことについての負

担というのは原則単一ルール化すれば、それは限りなく小さくなって、それこそ私も実証

実験等に参加させていただくと、その自治体の条例はどうなっているのですかみたいなこ

とをお尋ねしたり、調べて、この部分はどういう解釈ですかと。そんな細かいことを聞か

れても困るみたいな、そういうやり取りするわけですけれども、そういうことはなくなり

ますので、そういう意味では、負担については、当然、自治体負担でという話ではないと

いうことと、逆に単一ルールのほうが小さいということが言えるのではないかと思います。 

 以上です。 

 御質問のほうをお答えいただければと思います。よろしくお願いします。 

○髙橋座長 それでは、村岡知事、御質問のほうだけよろしくお願いします。 

○村岡知事 まず、このアンケート自体は47都道府県に対して行っていますので、全ての

県からの回答をまとめたものということになります。 

 そして、11ページですけれども、ここは保護とか活用とか手続とか、それぞれの局面が

違うわけですけれども、その中で統一すべきものとそうではないものと濃淡あるかという

ところで、そこはそれぞれ違いがあるのではないかという意味の回答となっているわけで

す。その前の９ページでは法で統一したほうがいいと書いてあるのは何かというと、恐ら

く、ルールを統一するのであればという前提で、法律でやるのが一番うまくいくのではな

いかということだと思います。 
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 つまり、ルールを統一すると言いながら、条例でやるとか、緩やか、となると統一がで

きないわけです。ある程度法律できちんと書いて、統一するのであれば法律で書いたほう

が解釈に紛れがない。つまり、条例で書けば、やはり自分のところの条例なので、文言が

同じでも解釈はそれぞれがやることになるわけです。当然、運用でそこに差が出てくるも

のですし、そこを統一するのであれば条例でやる意味があまりないのですけれども、本当

に統一するというべきところは法律できちんとやって、国のほうからも解釈も一律に示し

てやるほうが、きちんと統一するという目的が果たせるのではないかということです。 

 全国知事会とすれば、こうした国全体での統一ルールというものを頭から否定している

わけではなくて、やはりデータの有用性というのがありますから、そういった使えるもの

は一定のルールを共通化して使っていく、それもいいのではないかという意見は多くを占

めております。ただ、それが全部を一律にするということになりますと、それが必要ない

部分まで全部そろえることになりますから、各自治体のこれまでの積み重ねとか、現場に

おいて必要な部分というところが損なわれるということになってきます。ですので、必要

な部分というのをきちんと範囲を限定して、そこについてはきちんとしたルールをつくっ

ていくというところは一定の理解が得られているところだと思いますが、その際には、法

律で決めるということが、一番疑義なく、全国一律のルールはつくれるのではないかと、

そうした考え方からこうした回答になっているのだろうと思っています。 

○髙橋座長 ありがとうございました。 

 よろしいでしょうか。 

○森委員 はい。よく分かりました。 

○髙橋座長 それでは、佐藤委員、よろしくお願いいたします。 

○佐藤委員 国立情報学研究所の佐藤一郎でございます。 

 実は２点あったのですけれども、１つ目は、森先生の質問の後半とかなり重なっていま

すので、手短に述べると、私も、条例で定めるというのは、確かに地域性という点ではす

ごく重要ですし、地方の自治という観点でも当然といえますが、自治体によって違うこと

によって、コストがかかっているかと思います。特に、例えば、条例が違えば、当然個人

情報を管理する、いわゆるITシステム、ITシステムが違ってくると、当然その調達コスト

も非常にかかります。なので、今回の統一の話というのは、単にデータの利活用という観

点ではなく、ある意味で自治体の運用コストを下げるという観点でも重要だということも

御理解いただけるといいのではないかと思っております。 

 ２点目なのですが、これはどちらかというと事務局へのお願いなのですけれども、今回、

今、申し上げたように、条例を法律で上書きをするのかどうするのか云々のところという

のは、経団連さんの御意見でもそうでしたけれども、そのデータの利活用というところを

重点にしてしまっていたと思います。これは、ある意味で2000個問題の議論がその流れだ

ったから仕方ないところがあるのですけれども、新経済連盟さんのほうの意見にあったよ

うに、児童虐待に関わるようなところというのは、データの利活用ではなくて保護に関す
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るところでも統一することによるメリットというのがあるかと思います。なので、やはり、

事務局のほうに地方公共団体によって制度が異なることによる個別具体的な事例、それも

利活用だけではなくて、個人情報の保護に関わる事例を出していただいた上で議論してい

くべきと考えます。その点、事務局、いろいろ御負担、また、御協力いただく経済団体の

方も大変かと思いますけれども、御検討いただければと思っております。 

 以上でございます。 

○髙橋座長 事務局、いかがでしょうか。 

○内閣官房IT総合戦略室 検討します。 

○髙橋座長 そういう議論は検討していただけるそうです。どうもありがとうございまし

た。 

 よろしいでしょうか。 

 では、御意見を頂戴したということで、次に増田委員、よろしくお願いします。 

○増田委員 増田でございます。 

 本日はいろいろお教えいただきまして、ありがとうございました。 

 私は、意見になりますけれども、地域の特性というのが、具体的にどのようなものなの

か、各条例の内容とかこれまで運用の蓄積のことなのか、あるいは本当の意味の地域の特

性なのか、今日は御無理だと思うのですけれども、示していただいた上で、それを精査検

討する必要があるのではないかと思います。そのためには、国として具体的な規律の在り

方を示す必要があるというのは、知事、その他の方がおっしゃっていたことと同じでござ

います。 

 もう一つ、国民からしますと、要配慮個人情報の規律とか、非識別加工情報、匿名加工

情報の提供に関する規定などについては、各地域の特性によって解釈を変えるべきもので

はないと思いますし、全国どこにいても同じレベルの保護を受けたいと思っております。

国全体で目指すべき統一的な水準を決める必要があると思いますので、そのための国から

のサポートというのも必要ではないかと思います。 

 また、地方行政においては、広域連携というのは一つの方法として示されていますけれ

ども、コロナウイルスとか自然災害などにおいて、広域連携をしたほうが有効なこともあ

ります。また、教育現場ではオンラインが今必須となっておりますし、外部機関のサポー

トが必要な分野がたくさんあります。オンライン結合制限規定などとか、勉強をしやすく

するためにもできるだけ統一的な手続や解釈だったほうが望ましいのではないかなと思っ

ております。 

 以上でございます。 

○髙橋座長 ありがとうございます。 

 御意見を頂戴しましたということで、次は吉村様、委員としての御発言だと思いますけ

れども、よろしくお願いします。 

○吉村代理 ありがとうございます。 
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 いろいろな地方の皆様の御様子を直接聞けて、非常に貴重な機会だったと思っておりま

す。 

 それで、一点、全国知事会の資料で確認というか教えていただきたいと思いまして「地

方公共団体ごとに条例で規律される内容が異なることへの認識」という７ページのところ

なのですけれども、これは円グラフがあって、「差があるのはやむを得ない」、「部分的

な統一は容認」、「統一は必要」という選択肢があります。これをどう総括するのかとい

うと、「部分的な統一は容認」というのを含めて「差があるのはやむを得ない」というよ

うに数えていて、多数ですというように総括されておられるのですけれども、「何らかの

形で統一が必要だ」という意見としてまとめると、もう半分以上「統一が必要だ」とカウ

ントするのではないかと見えなくもないわけですけれども、この辺、「部分的な統一は容

認」というところを、「差があるのはやむを得ない」の側にカウントした理由というのを

教えていただきたいというのが１点。 

 もう一つは、もちろん、私どもも地方自治の手法等については異論を唱えるものでは全

くございませんけれども、少し違う視点として、先ほど来、いろいろな委員の方からお話

が出ていますけれども、例えば、住民サービスの観点から、本当に規律に差があることを

是とするのかという議論は、アンケートの中で、後ろのほうを拝見しても必ずしも分から

なかったのですけれども、ないものなのでしょうか。 

 この２点について教えていただければと思います。よろしくお願いします。 

○髙橋座長 恐れ入ります、では、知事、御発言をお願いします。 

○村岡知事 こちらは、回答として、どちらに寄せたという意識でやっているわけではな

くて、基本的には生のデータをそのまま載せております。 

 先ほども言いましたけれども、基本的に全て今のルールどおり、自治体がやっているの

は全て認めて、一切統一化はしないということを言っている人はいなくて、やはり情報の

有用性というのがありますから、一定部分、それは有効な部分はあるのではないかと、そ

ういった部分について統一ルールをつくっていくということはあってもいいのではないか

と、そういった意見が全体的には多いのだろうと思います。 

 それは、全てではなくて、やはりある程度必要なものに限定してやっていかなければ、

これは制度・運用を変えていくことになりますし、その部分について住民への説明や、あ

るいは条例を変えるのであれば議会への説明とか様々必要になってきますから、それを超

える必要性があるのだということが具体的に示されれば、そこの統一というのは、その範

囲において許容するというところが多いのではないかなと思っております。 

 そういったところで、今、言われたどちらに寄せてと書いているつもりはないのですけ

れども、全体としては大きく、今言いましたけれども、一定の必要な範囲で統一化をする

ということについては、おおむねそういった部分あるのかなと。 

 ただ、具体的にそれを個別に示してやらないといけない、全体を直すとなりますと、こ

れは今から白地で、全部、個人情報の制度を今から一からつくりますというのであれば、
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今から統一してやるのが一番いいと思うのですけれども、自治体にはこれまで既に蓄積が

あって、それで様々な制度、情報公開条例とかほかの関連する制度も含めて運用が行われ

てきていますので、これを必要ないところまで全部一斉に変えるのだというと、なぜそこ

までしなくてはいけないのかと、本当にそれが必要なのかという声は多くありますから、

そこはうまくバランスを見て、本当に必要だと説明できるところから順次やっていくとい

うことが適当ではないかなと。そういったところが大勢を占めていると思っています。 

○髙橋座長 どうもありがとうございました。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、次が生貝委員ですね。よろしくお願いします。 

○生貝委員 非常に貴重な御説明、どうもありがとうございました。 

 まず、私も、知事はじめ既に御発言がありましたように、既に国のほうである程度具体

的な形というものをお示しして、議論をしていくということが望ましいのではないかと考

えているところです。 

 その上で２点御質問なのですけれども、いずれも、もし御意見があれば頂戴できればと

いうところなのですが、まず１つは、例えば、仮に、今回、法律で統一化するということ

になった後にも、まさにその解釈、運用あるいは改正、そして、さらには政省令の制定と

いったような、まさに企画、立案を含めたこの法の広い意味での運用というのが続いてい

くことになるわけでございます。そうした、その後のプロセスに対する自治体の関わり方

のあるべき姿ということについて何か御意見があればというのが１点目でございます。 

 それから、もう一つが、これも仮に、やはり何かしらの形で統一をするということにな

った場合には、恐らく、現行の行政機関個人情報保護法、ないし組織によっては独立行政

法人個人情報保護法等の規定をベースにして、恐らく考えていくのであろうと申しました

ときに、もしあればなのですけれども、例えば、このまま自治体に適用されてしまうと、

こういった不都合が起こるのではないか、もし、そういうことがあれば。 

 今回、恐らく三法統合という形で、来年にはある程度規律の内容も変わるところではあ

るのだと思いますけれども、そのことというのも様々議論の中で考えていかなければなら

ないところだと思いますので、もし、御教示を頂ければありがたく存じます。 

○髙橋座長 では、これはお答えできる範囲で、まず、知事から御発言を頂戴できればと

思いますが、いかがでしょうか。 

○村岡知事 まず、ルールをつくるのであれば、その段階ではよく意見の調整はしていた

だきたいと思います。できた後、どのように関わっていくのかというところは、また、自

治体によって、それまでの運用との関係で、いろいろな課題が出てくるかもしれませんの

で、そこをまた進める上で丁寧にやっていただきたいとは思っております。 

 国で法律を被せるときに、どの程度これが規律として強いものなのか、強度とその規律

密度というのがあると思いますけれども、そこが詳細になればなるほど、自治体のほうで

の対応といいますか、これまでの運用の変更が大きく生じてきますので、より大変になっ
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てくるのだろうと思いますが、緩やかな、原則的なルールであれば、受け入れやすいもの

があるかもしれません。そこは個別具体に話をしないと分からないところかなと思います。

ちょっと抽象的ですが、そんな印象です。 

○髙橋座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、辻市長、できる範囲のお答えで結構ですので、よろしくお願いします。 

○辻市長 統一された場合ということなのですけれども、その場合は、ぜひとも運用マニ

ュアルとか、その解釈について示していただきたいと思います。 

 これまでに和泉市におきましては、平成11年に情報公開条例と同時に個人情報保護条例

を制定しまして、20年経過しているのですけれども、特に問題なく運用しているというの

が実態でございまして、特に利活用に関しましては、本市では、審査会からの要請もあり、

個人情報の管理、利用、提供に際しましては、条例上、審査会への付議対象案件になって

いないものまで審査会の意見を聴取する非常に慎重な運用を行っているわけでございまし

て、今後も問題なく運用していくためにも、ぜひともそういう統一した解釈というものを

お示しいただけたらと思っています。 

 以上です。 

○髙橋座長 最後に坂口町長、よろしくお願いします。可能な限りで結構ですので。 

○坂口町長 法律の規定を自治体に適用していく場合に生じる問題につきましては、医療、

学校現場、GIGAスクールの問題等、状況によって違ってくると思います。我々としては、

統一するのであれば、いろいろな判断材料も示していただきながら、意見もこれから述べ

させていただきたいと思っております。 

 我々町村としては、そういった判断をするときには情報収集が必要になってきますので、

今後様々な情報をお示しいただきながら進めていただきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○髙橋座長 どうもありがとうございました。 

○生貝委員 ありがとうございました。 

○髙橋座長 それでは、最後、今日、御欠席の宍戸委員から御意見をあらかじめ文書でい

ただいております。事務局で読み上げていただければと思います。よろしくお願いします。 

○内閣官房IT総合戦略室 事務局でございます。 

 本日御欠席の宍戸委員のほうから、１点、御意見と御質問をいただいておりますので、

読み上げさせていただきます。 

 今後、自治体において、個人データの利活用や他の自治体、民間企業とのデータの相互

提供などが進むことが期待されるが、利活用及び住民の権利利益の保護に先駆的な自治体

とそうでない自治体との格差が生じることは避けるべきである。また、全国的に標準とな

る個人情報の利活用と保護の水準の確保について、地方自治を尊重しつつ、実効性を確保

するには、実情に通じた都道府県の協力が有用と思われる。 

 そうした観点から、個人情報保護委員会による市区町村に対する助言指導や監視などに
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ついて、権限を都道府県に委任する、ないし都道府県の一定の関与を組み込むことについ

て、全国知事会、全国市長会はいかがお考えになるか。経団連、新経済連盟についても御

意見があれば伺いたい。 

○髙橋座長 御意見は御意見として頂戴して、御質問がございました。 

 今の御質問につきまして、まず、村岡知事、御発言を頂戴できればと思います。よろし

くお願いします。 

○村岡知事 全国的に統一する必要があれば、その観点で全国一律にすべきですし、ある

程度、広域自治体において何らかの運用の差を認めるのであれば、そういった制度もある

のだろうと思いますが、それはどういった考え方でその制度をつくるかということによる

のだろうと思います。 

○髙橋座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、辻市長はいかがでしょうか。 

○辻市長 私も全く同意見でございまして、国が委任する法制度によって、国が委員会を

持ってしっかりとチェックしていくのか、それを完全に都道府県に移譲するのかという、

その辺の法の仕組みによって変わってくるとは思います。 

○髙橋座長 ありがとうございました。 

 よろしいでしょうか。経団連、新経連にもありましたが、ここは、都道府県、市におい

てお答えを頂いたこととさせて頂きます。どうもありがとうございました。 

 それでは、本日は活発な御意見をいただきまして、ありがとうございました。特に地方

公共団体の個人情報保護制度については、本日の議論を踏まえまして、さらに議論を踏ま

える必要があると認識をしております。 

 事務局におかれまして、本日、経済団体、地方三団体の皆様、そして、委員の皆様から

いただきました御意見を参考にしていただきまして、今後の検討に活かしていただければ

と思っております。 

 それでは、次回以降の予定につきまして、事務局からお願いしたいと思います。 

○内閣官房IT総合戦略室 事務局でございます。 

 委員の皆様、御発表者の皆様には貴重な御意見をいただきまして、また、円滑な議事進

行に御協力をいただきまして、誠にありがとうございます。 

 本日、経済団体、地方三団体の皆様、そして、委員の皆様からいただいた御意見を踏ま

えまして、今後さらに検討して、次回以降の検討会においてさらに議論を深めるための材

料をお示ししたいと考えております。次回以降の日程については、別途、事務局より御連

絡いたします。 

○髙橋座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、以上をもちまして「個人情報保護制度の見直しに関する検討会」の第７回を

終了させていただきます。 

 なお、会議の冒頭にもお伝えしましたとおり、本日の配付資料につきましては、後ほど、



35 

 

ホームページ公開といたします。議事録についても、これまで同様に、事務局より各委員

と各発表者に御発言部分を御確認いただきました後、速やかにホームページに掲載したい

と考えておりますので、何とぞよろしくお願いします。 

 本日は御多用の中、ありがとうございました。これにて終了いたします。失礼いたしま

す。 


